
Ⅱ 公共下水道事業会計

１ 業 務 実 績

主な業務実績

％

％

％

％

％

％

％

有　　　収　　　率　Ｆ/Ｄ

比較増減

処 理 区 域 内 人 口 Ｂ

△ 2.1

△ 622

△ 611

は 2,162,032㎥となり、有収率は前年度を 3.1ポイント上回る 50.9％となった。

　建設改良費は 213,503千円で、前年度に比べ 121,919千円の減となった。

において雨水枝線整備にかかる布設工事、釜石市公共下水道ストックマネジメント計画に基づ

いた点検調査及び修繕改築計画の策定を実施した。

人

計 画 区 域 内 人 口 Ａ

人

人

㎥

人

人

△ 1.4

△ 6.4

△ 2.8

％ △ 0.1

△ 360

区　　　　　分 令和7年度

普　　　及　　　率　Ｂ/Ａ

水洗便所設置済人口 Ｃ

人

％

△ 6.4

㎥

㎥

△ 2.7人

令和6年度

人

人

％

％

㎥

うち汚水処理水量 Ｄ

水　洗　化　率　　　Ｃ/Ｂ

△ 317,636

㎥

消のための管渠整備にかかる工事を行ったほか、釜石公共下水道事業計画に基づき大平地区

年 間 有 収 水 量 Ｆ

年間総処理水量のうち汚水処理水量は ㎥で、これに対する年間有収水量

㎥

△ 870

㎥ ㎥

△ 340,586㎥

年 間 総 処 理 水 量

当年度の計画区域内人口 人に対する普及率は ％で、処理区域内人口

21,458人に対する水洗化率は前年度を0.6ポイント上回り 78.5％となった。

％

△ 7.4

㎥ ㎥

％

△ 31,089

増減率

　主な業務実績は、次表のとおりである。

一日平均処理水量

主な建設改良工事として、上平田地区、小川地区、鵜住居 日向 地区において未普及解

㎥
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２－２ 資本的収入及び支出（税込額）

企業債の未借入分で翌年度に措置される。

なった。

り、133,392千円が不用額となった。

及び業務委託 ４件が完了しなかったため、105,710千円を翌年度に繰り越した。

資 本 的 支 出

増減額
B－A＋C

決算額は 千円の不足となった。前年度財源充当額を除いた資本的収入額が資

　資本的収入及び支出の予算の執行状況は、次のとおりである。

予算では、収入額が支出額に対して不足する額を 千円と見込んでいたが、

的収支調整額 千円、過年度分損益勘定留保資金 千円及び当年度分損益

執行率

支出は、予算現額 千円に対し決算額 千円で、執行率は ％とな

資 本 的 収 入

決算額予算現額

建 設 改 良 費

勘定留保資金 千円で補てんし、なお不足する額 千円は、当年度同意済

△ 220,083

△ 220,083

△ 276,603

（単位：千円）

収入は、予算額 千円に対し決算額は 千円で、執行率は ％と

他 会 計 出 資 金

区　　　分

資 本 的 収 入

(1)　総　括

差　　引

△ 133,392

分 担 金 負 担 金

資 本 的 支 出

△ 257,584

(2)　収　入

△ 101,200

翌年度繰越額
Ｃ

（単位：千円）

(3)　支　出　　

執行率

翌年度繰越額
Ｃ

△ 119,035

企 業 債 償 還 金

　建設改良費の決算額は 213,503千円で、執行率は 47.2％である。なお、年度内に工事 ３件

増減額

執行率
区　　　分

不　用　額
A－B－C

決　算　額
Ｂ

予算現額
Ａ

企 業 債

国 庫 補 助 金

（単位：千円）

本的支出額に不足する 千円については、当年度分消費税及び地方消費税資本

区　　　分

予算現額
Ａ

決　算　額
Ｂ

103

２ 予算の執行状況

２－１ 収益的収入及び支出（税込額）

(1)　総　括　

(2)　収　入　

(3） 支　出

上された。

決算額
Ｂ

完了しなかったため、 10,300千円を翌年度へ事故繰越しした。

執行率不用額
A－B－C

行率 94.0％となり、予算現額に比べ 87,983千円の減となった。

　－

予算現額
Ａ

決算額
Ｂ

翌年度繰越額
Ｃ

増減額
B－A＋C

予算現額は 千円の利益で計上していたが、決算額は 千円の利益が計

△ 7,922

収 益 的 収 入

予算現額

営 業 外 収 益 △ 80,150

額は 355,981千円となった。

決算額

下水道事業費用

△ 87,983

△ 67,427

区　　　分

（単位：千円）

収 益 的 支 出

なお、営業外収益のうち一般会計繰入金は予算現額 千円であったが、決算

区　　　分

区　　　分

差　　引

予算現額
Ａ

営 業 費 用

特 別 損 失

下水道事業収益は、予算現額 千円に対し決算額は 千円で、執

特 別 利 益

下水道事業費用は、予算現額 千円に対し決算額は 千円で、執

行率 ％となり、差し引き 千円の不用額が生じた。なお、年度内に業務委託 件が

下水道事業収益

△ 87,983

営 業 外 費 用

　収益的収入及び支出の予算の執行状況は、次のとおりである。

営 業 収 益

（単位：千円）

（単位：千円）

執行率

増減額

翌年度繰越額
Ｃ

執行率

102
― 122 ―



２－２ 資本的収入及び支出（税込額）

企業債の未借入分で翌年度に措置される。

なった。

り、133,392千円が不用額となった。

及び業務委託 ４件が完了しなかったため、105,710千円を翌年度に繰り越した。

資 本 的 支 出

増減額
B－A＋C

決算額は 千円の不足となった。前年度財源充当額を除いた資本的収入額が資

　資本的収入及び支出の予算の執行状況は、次のとおりである。

予算では、収入額が支出額に対して不足する額を 千円と見込んでいたが、

的収支調整額 千円、過年度分損益勘定留保資金 千円及び当年度分損益

執行率

支出は、予算現額 千円に対し決算額 千円で、執行率は ％とな

資 本 的 収 入

決算額予算現額

建 設 改 良 費

勘定留保資金 千円で補てんし、なお不足する額 千円は、当年度同意済

△ 220,083

△ 220,083

△ 276,603

（単位：千円）

収入は、予算額 千円に対し決算額は 千円で、執行率は ％と

他 会 計 出 資 金

区　　　分

資 本 的 収 入

(1)　総　括

差　　引

△ 133,392

分 担 金 負 担 金

資 本 的 支 出

△ 257,584

(2)　収　入

△ 101,200

翌年度繰越額
Ｃ

（単位：千円）

(3)　支　出　　

執行率

翌年度繰越額
Ｃ

△ 119,035

企 業 債 償 還 金

　建設改良費の決算額は 213,503千円で、執行率は 47.2％である。なお、年度内に工事 ３件

増減額

執行率
区　　　分

不　用　額
A－B－C

決　算　額
Ｂ

予算現額
Ａ

企 業 債

国 庫 補 助 金

（単位：千円）

本的支出額に不足する 千円については、当年度分消費税及び地方消費税資本

区　　　分

予算現額
Ａ

決　算　額
Ｂ
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３ 経 営 成 績 （損益計算書）

３－１ 総収益及び総費用（税抜額）

（単位：千円，％）

(1)　事業収益

ア　営業収益

イ　営業外収益

営業外収益は 千円で、事業収益の ％を占め、前年度に比べ 千円

対 前 年 度 比 較

営 業 外 費 用

△ 20,908 △ 1.5総 費 用

である。

△ 1.0

営 業 損 益 △ 871,916 △ 890,882

　総収益は 1,337,372千円で、前年度に比べ 17,359千円（1.3％）減少した。

特 別 利 益

益である。

令和6年度

金額

債に計上した上で、減価償却見合い分を順次収益化したもので、現金を伴わない収

前年度に比べ 5,925千円増加した。

　その結果、純利益は 3.806千円となり、前年度に比べ 3,549千円増加した。

（詳細は、付表３「比較損益計算書」参照）

特 別 損 失

増減率

△ 13,498

経 常 損 益

△ 22,907

営業収益は 千円で、事業収益の ％を占め、前年度に比べ 千円

△ 458

△ 17,359

％ 減少した。これは主に、下水道使用料が 千円減少したことによるもの

　総費用は 1,333,566千円で、前年度に比べ 20,908千円（1.5％）減少した。

営 業 収 益

皆増

営 業 外 収 益

総 収 益

純 損 益

△ 1.8営 業 費 用

△ 1.3

△ 3,941

区　　　分
令和7年度

構成比率 金額

営業損失は 千円で前年度に比べ 千円減少し、経常利益は 千円で

△ 0.6

増　減　額

％ 減少した。これは主に、国庫補助金が 千円減少したことによるものである。

なお長期前受金戻入は、償却資産取得に充当した補助金等を長期前受金として負

△ 1.4

105

(4)　補てん財源の状況

(1)　限度額

（単位：千円）

(2)　流用禁止項目

（単位：千円）

２－３ 予算に定められた限度額等

　予算に定められた限度額及び流用禁止項目は次表のとおりである。

当 年 度 分

区　　　分

職 員 給 与 費

予算限度額

当年度増加額 当年度末残高

他会計からの補助金（繰越分含む）

当年度減少額

過 年 度 分

損益勘定留保資金

計

過 年 度 分

当 年 度 分

利 益 剰 余 金

繰 越 工 事 資 金

区　　　分 執行額

前年度末残高

（単位：千円）

消 費 税 調 整 額

　企業債、一時借入金及び他会計からの補助金等は、議決予算の範囲内で執行された。

区　　　分 予算限度額 執行額

企 業 債 （ 繰 越 分 含 む ）

一 時 借 入 金
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３ 経 営 成 績 （損益計算書）

３－１ 総収益及び総費用（税抜額）

（単位：千円，％）

(1)　事業収益

ア　営業収益

イ　営業外収益

営業外収益は 千円で、事業収益の ％を占め、前年度に比べ 千円

対 前 年 度 比 較

営 業 外 費 用

△ 20,908 △ 1.5総 費 用

である。

△ 1.0

営 業 損 益 △ 871,916 △ 890,882

　総収益は 1,337,372千円で、前年度に比べ 17,359千円（1.3％）減少した。

特 別 利 益

益である。

令和6年度

金額

債に計上した上で、減価償却見合い分を順次収益化したもので、現金を伴わない収

前年度に比べ 5,925千円増加した。

　その結果、純利益は 3.806千円となり、前年度に比べ 3,549千円増加した。

（詳細は、付表３「比較損益計算書」参照）

特 別 損 失

増減率

△ 13,498

経 常 損 益

△ 22,907

営業収益は 千円で、事業収益の ％を占め、前年度に比べ 千円

△ 458

△ 17,359

％ 減少した。これは主に、下水道使用料が 千円減少したことによるもの

　総費用は 1,333,566千円で、前年度に比べ 20,908千円（1.5％）減少した。

営 業 収 益

皆増

営 業 外 収 益

総 収 益

純 損 益

△ 1.8営 業 費 用

△ 1.3

△ 3,941

区　　　分
令和7年度

構成比率 金額

営業損失は 千円で前年度に比べ 千円減少し、経常利益は 千円で

△ 0.6

増　減　額

％ 減少した。これは主に、国庫補助金が 千円減少したことによるものである。

なお長期前受金戻入は、償却資産取得に充当した補助金等を長期前受金として負

△ 1.4
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ウ　営業収支比率

(2)　経費回収率

　使用料単価は 179円 37銭となり、前年度に比べて 59銭増加した。　

り、100％以上が望ましい。

いる。

△ 17,234 －

△ 4.32

使用料収入

全国同規模
平均(R6)

営業外収益の他会計補助金及び長期前受金戻入によるものであることを示して

区　　　分

汚水処理費 千円

年間有収水量
使用料単価 円／㎥

汚水処理原価(円／㎥)

令和6年度

△ 12.19

営業活動によってもたらされた収益とこれに要した費用を対比して営業活動の能率

を示し、これが ％未満であることは営業損失が生じていることを意味する。当年

△ 10.17

使用料収入

比較
増減

り ４円32銭の差損が生じている。

度の ％は赤字を示すものであり、総収支比率が ％となってはいるものの、

年間有収水量

算　　　式 令和7年度

汚水処理原価は 円 銭となり、前年度に比べて ５円 銭減少したため、１㎥当た

汚水処理費

　当年度は 97.6％で、前年度に比べて3.0ポイント増加している。

　当年度の使用料単価及び汚水処理原価（税抜額）の状況は、次表のとおりである。

汚水処理費

差　　　引

経費回収率は、汚水処理に係る費用がどの程度使用料で賄えているかを表してお

×100

△ 5.26

経 費 回 収 率 ％

107

ウ　特別利益

(2)　事業費用

ア　営業費用

イ　営業外費用

ウ　特別損失

３－２ 比率等分析

(1)　損 益 比 率

損益勘定所属職員数（人）

ア　総収支比率

イ　経常収支比率

は黒字、100％未満は赤字を示す。当年度は黒字であるため、100.3％となっている。

営業外費用は 千円で、事業費用の ％を占め、前年度に比べ 千円

（ ％）減少した。これは主に、支払利息及び企業債取扱諸費が 千円減少したことに

　特別利益は、過年度損益修正益 81千円で、前年度に比べ皆増となった。

算　　　　式
比較
増減

損益勘定所属職員数

営業収益－受託工事収益

営業費用－受託工事費用

　損益比率等は、次表のとおりである。

総　収　益

令和6年度

△ 493

区　　　分 令和7年度

－

営業収支比率 ％

総収支比率 ％
総　費　用

よるものである。

千円（ ％）減少した。これは主に、処理場施設管理費が 千円増加したもの

の、管路施設管理費が 15,463千円、総係費が 15,023千円減少したことによるものである。

職 員 １ 人 当 た り
営業収益 千円

×100

－

営業費用は 千円で、事業費用の ％を占め、前年度に比べ

営業収益－受託工事収益

経常収支比率 ％
営業収益+営業外収益

×100

総収益と総費用を対比したものであり、事業全体の相対的な関連を示し、 ％以上

×100

－

賄われているかを示すものである。これが ％未満であることは、経常損失が生じ

収益性を見る際の最も代表的な指標であり、経常費用が経常収益によってどの程度

ていることを意味する。当年度は 100.5％となっている。

営業費用+営業外費用

　特別損失は 2,656千円で、前年度に比べ 2,457千円（1,235.7％）増加した。

全国同規模
平均(R6)

106
― 126 ―



ウ　営業収支比率

(2)　経費回収率

　使用料単価は 179円 37銭となり、前年度に比べて 59銭増加した。　

り、100％以上が望ましい。

いる。

△ 17,234 －

△ 4.32

使用料収入

全国同規模
平均(R6)

営業外収益の他会計補助金及び長期前受金戻入によるものであることを示して

区　　　分

汚水処理費 千円

年間有収水量
使用料単価 円／㎥

汚水処理原価(円／㎥)

令和6年度

△ 12.19

営業活動によってもたらされた収益とこれに要した費用を対比して営業活動の能率

を示し、これが ％未満であることは営業損失が生じていることを意味する。当年

△ 10.17

使用料収入

比較
増減

り ４円32銭の差損が生じている。

度の ％は赤字を示すものであり、総収支比率が ％となってはいるものの、

年間有収水量

算　　　式 令和7年度

汚水処理原価は 円 銭となり、前年度に比べて ５円 銭減少したため、１㎥当た

汚水処理費

　当年度は 97.6％で、前年度に比べて3.0ポイント増加している。

　当年度の使用料単価及び汚水処理原価（税抜額）の状況は、次表のとおりである。

汚水処理費

差　　　引

経費回収率は、汚水処理に係る費用がどの程度使用料で賄えているかを表してお

×100

△ 5.26

経 費 回 収 率 ％
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(2)　負　債

(3)　資　本

４－２ 比率等分析

（単位：％）

資本合計＋繰延収益

負債資本合計

　　財政状態の良否を示す財務比率としては、財務の流動性を示す流動比率及び財務の

長期健全性を示す自己資本構成比率、固定資産対長期資本比率が用いられる。

流動比率は ％以上が必要で、自己資本構成比率は ％以上が望ましいとされて

おり、固定資産対長期資本比率は 100％以下が必要とされている。

流動資産

　剰余金の内訳は、資本剰余金 636,828千円、利益剰余金 60,580千円である。

度純利益により、利益剰余金が 3,806千円増加したことによるものである。

△ 2.0

固定資産

固定負債+資本合計+繰延収益

　　流動比率等の推移は、次表のとおりである。

剰余金は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）増加した。これは、当年

×100
自 己 資 本
構 成 比 率

　資本合計は 2,266,160千円で、前年度に比べ 15,006千円（0.7％）増加した。

資本金は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）増加した。これは

　負債合計は 20,128,286千円で、前年度に比べ 744,617千円（3.6％）減少した。

×100

全国同規模
平均(R6)

は、建設改良等の財源に充てるための企業債の減少などによるものである。

流動負債は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）減少した。これは

他会計出資金により、繰入資本金が 11,200千円増加したことによるものである。

算　　　　　式 7年度

　繰延収益は 15,335,588千円で、前年度に比べ 495,251千円（3.1％）減少した。

固定資産対
長期資本比率

×100

区　　分

－

固定負債は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）減少した。これ

6年度

流動比率は ％で、必要とされる ％を下回っている。これは流動負債の中に企業

債の償還金 343,080千円が含まれているためである。

　自己資本構成比率は 78.6％で、望ましいとされる 50％以上となっている。

　固定資産対長期資本比率は、前年度と同率の 100.4％となっている。

流 動 比 率
流動負債

比較
増減

主に、未払金が 96,119千円減少したことによるものである。

109

４ 財 政 状 態 （貸借対照表）

４－１ 資産及び負債・資本の状況

（単位：千円，％）

(1)　資　産

が 291,872千円減少したことによるものである。

なお、貸倒引当金は 千円で、前年度に比べ 千円増加した。これは、下水道使

利 益 剰 余 金

れは主に、建設仮勘定が 千円増加したものの、構築物が 千円、機械及び装置

△ 90,307

△ 153,280

流 動 資 産

△ 729,611

△ 3.4

△ 19.4

資 本 合 計

固 定 負 債

当年度における資産及び負債・資本は合計額 千円で、前年度に比べ

剰 余 金

固定資産の内訳は、土地 千円、建物 千円、構築物 千

△ 495,251

固定資産は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）減少した。こ

－

△ 639,304

△ 3.2

△ 96,086

繰 延 収 益

資

産

資 産 合 計

△ 744,617

△ 3.2

△ 3.6

流動資産は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）減少した。これは主

△ 729,611

への繰入れ 160千円を行ったことによるものである。

円、機械及び装置 千円、車両運搬具 千円、工具・器具及び備品 千

負 債 資 本 合 計

（詳細は、付表４「比較貸借対照表」参照）

円、建設仮勘定 218,748千円となっている。

に、現金預金が 82,135千円減少したことによるものである。

比較増減 増減率

資 本 剰 余 金

区　　　分

△ 2.8

令和7年度

△ 17.5流 動 負 債

有形固定資産

負 債 合 計

　資産合計は 22,394,445千円で、前年度に比べ 729,611千円（3.2％）減少した。

729,611千円（3.2％）減少した。

△ 2.8

固 定 資 産

資 本 金

△ 639,304

負

債

及
び

資

本

令和6年度

△ 3.1

用料等 千円の不納欠損処理、翌年度の不納欠損見込額に合わせて貸倒引当金
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(2)　負　債

(3)　資　本

４－２ 比率等分析

（単位：％）

資本合計＋繰延収益

負債資本合計

　　財政状態の良否を示す財務比率としては、財務の流動性を示す流動比率及び財務の

長期健全性を示す自己資本構成比率、固定資産対長期資本比率が用いられる。

流動比率は ％以上が必要で、自己資本構成比率は ％以上が望ましいとされて

おり、固定資産対長期資本比率は 100％以下が必要とされている。

流動資産

　剰余金の内訳は、資本剰余金 636,828千円、利益剰余金 60,580千円である。

度純利益により、利益剰余金が 3,806千円増加したことによるものである。

△ 2.0

固定資産

固定負債+資本合計+繰延収益

　　流動比率等の推移は、次表のとおりである。

剰余金は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）増加した。これは、当年

×100
自 己 資 本
構 成 比 率

　資本合計は 2,266,160千円で、前年度に比べ 15,006千円（0.7％）増加した。

資本金は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）増加した。これは

　負債合計は 20,128,286千円で、前年度に比べ 744,617千円（3.6％）減少した。

×100

全国同規模
平均(R6)

は、建設改良等の財源に充てるための企業債の減少などによるものである。

流動負債は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）減少した。これは

他会計出資金により、繰入資本金が 11,200千円増加したことによるものである。

算　　　　　式 7年度

　繰延収益は 15,335,588千円で、前年度に比べ 495,251千円（3.1％）減少した。

固定資産対
長期資本比率

×100

区　　分

－

固定負債は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）減少した。これ

6年度

流動比率は ％で、必要とされる ％を下回っている。これは流動負債の中に企業

債の償還金 343,080千円が含まれているためである。

　自己資本構成比率は 78.6％で、望ましいとされる 50％以上となっている。

　固定資産対長期資本比率は、前年度と同率の 100.4％となっている。

流 動 比 率
流動負債

比較
増減

主に、未払金が 96,119千円減少したことによるものである。
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５ む す び

資産も 千円（ ％）減少したことから、資産合計は 千円（ ％）減少

負債については、固定負債が建設改良等の財源に充てるための企業債の減などにより

い。あわせて、経営戦略及びストックマネジメント計画に基づき、経営の効率化と経営基盤の強

資産については、前年度と比較して、固定資産が 千円（ ％）減少、流動

比べると低い状態であり、引き続き不明水対策に取り組む必要がある。

建設改良事業については、主な建設改良工事として、上平田地区、小川地区、鵜住居 日向 地

外収益が国庫補助金の減などにより 千円（ ％）の減少、特別利益は 千円（皆増）

費用については、営業費用が管路施設管理費及び総係費の減などにより 千円（ ％）

負担の増加など、経営環境は一層厳しさを増すものと考えられることから、不明水対策や老朽施

今後も人口減少に伴う使用料収入の減少が見込まれる一方、施設の老朽化による将来的な財政

は ポイント増加し ％となったが、依然として全国同規模団体の平均有収率と

損益については、利益を計上することとなったが、前年度からの繰越未処理欠損金が

収水量は前年度と比較して ㎥減少し ㎥となった。これにより有収率

となった。これにより、総収益は 17,359千円（1.3％）減の 1,337,372千円となった。

あったことから、21,664千円の当年度未処理欠損金が生じた。

設の計画的な更新を着実に進めるとともに、適切な使用料徴収による収入の確保に努められた

年間汚水処理水量は、前年度と比較して ㎥減の ㎥となり、年間有

令和７年度の処理区域内人口に対する水洗化率は ％となり、処理区域内人口及

め、工事 ３件及び業務委託 ４件 105,710千円の事業が繰り越された。

し 22,394,445千円となった。

の減少、営業外費用が支払利息及び企業債取扱諸費の減などにより 千円（ ％）の減少と

　この結果、3,806千円の純利益を上げた。

化を図りながら、市民生活に不可欠な下水道サービスの安定的な提供に努められたい。

なった。これらにより、総費用は 20,908千円（1.5％）減の 1,333,566千円となった。

区において未普及解消のための管渠整備にかかる工事のほか、釜石公共下水道事業計画に基づき

大平地区において雨水枝線整備にかかる布設工事、釜石市公共下水道ストックマネジメント計画

千円（ ％）減少し、流動負債が未払金の減などにより 千円（ ％）

収益については、前年度と比較して、営業収益が 千円（ ％）の減少、営業

び水洗便所設置済人口が減少したものの、前年度と比較し 0.6ポイントの増加となった。

に基づいた点検調査及び修繕改築計画の策定を実施した。なお、年度内に事業が完了しないた

少し 千円となったが、その中には期末の未払金 千円が含まれているの

で、留意する必要がある。

減少したことから、負債合計は 744,617千円（3.6％）減少し、20,128,286千円となった。

キャッシュ・フローについては、資金期末残高は期首残高と比較して 千円減

111

４－３ キャッシュ・フロー

（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

なった。

フローは △ 千円、財務活動によるキャッシュ・フローは △ 千円と

令和7年度

利息及び企業債取扱諸費の支払額

△ 307,229

△ 82,134,647６ 資 金 期 末 残 高

支払利息及び企業債取扱諸費

△ 141,969,480 △ 103,286,403

△ 221,245

△ 7,143,812

△ 11,933,634

△ 70,075,187

資産減耗費

国庫補助金による収入

△ 734,285

固定資産の取得による支出

利息及び配当金の受取額

受益者負担金による収入

出資金による収入

△ 342,969,480

　　　　（財務活動）計

△ 82,134,647４ 資 金 増 減 額

△ 38,683,077

△ 584,240,053

５ 資 金 期 首 残 高

△ 119,513,879

△ 5,314,937

△ 212,618

長期前受金戻入

　期末における資金残高は 334,834千円で、期首より 82,135千円減少した。

対前年度増減額

△ 784,077

減価償却費

△ 342,185,403

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　（投資活動）計

△ 5,977,826

企業債による収入 △ 37,900,000

当年度純利益

貸倒引当金の増減額

未収金の増減額

未払金の増減額

企業債の償還による支出

△ 122,587,100△ 210,573,747

受取利息及び配当金

△ 87,986,647

△ 12,458,749

△ 1,020,499

△ 521,667

区　　　　　分 令和6年度

△ 296,571,699

△ 65,462,183

　　　　（業務活動）計

小　　　　　計

△ 308,505,333

　当年度のキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。

△ 64,441,684

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

その他の増減額

△ 584,442,873

業務活動によるキャッシュ・フローは 千円、投資活動によるキャッシュ・
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５ む す び

資産も 千円（ ％）減少したことから、資産合計は 千円（ ％）減少

負債については、固定負債が建設改良等の財源に充てるための企業債の減などにより

い。あわせて、経営戦略及びストックマネジメント計画に基づき、経営の効率化と経営基盤の強

資産については、前年度と比較して、固定資産が 千円（ ％）減少、流動

比べると低い状態であり、引き続き不明水対策に取り組む必要がある。

建設改良事業については、主な建設改良工事として、上平田地区、小川地区、鵜住居 日向 地

外収益が国庫補助金の減などにより 千円（ ％）の減少、特別利益は 千円（皆増）

費用については、営業費用が管路施設管理費及び総係費の減などにより 千円（ ％）

負担の増加など、経営環境は一層厳しさを増すものと考えられることから、不明水対策や老朽施

今後も人口減少に伴う使用料収入の減少が見込まれる一方、施設の老朽化による将来的な財政

は ポイント増加し ％となったが、依然として全国同規模団体の平均有収率と

損益については、利益を計上することとなったが、前年度からの繰越未処理欠損金が

収水量は前年度と比較して ㎥減少し ㎥となった。これにより有収率

となった。これにより、総収益は 17,359千円（1.3％）減の 1,337,372千円となった。

あったことから、21,664千円の当年度未処理欠損金が生じた。

設の計画的な更新を着実に進めるとともに、適切な使用料徴収による収入の確保に努められた

年間汚水処理水量は、前年度と比較して ㎥減の ㎥となり、年間有

令和７年度の処理区域内人口に対する水洗化率は ％となり、処理区域内人口及

め、工事 ３件及び業務委託 ４件 105,710千円の事業が繰り越された。

し 22,394,445千円となった。

の減少、営業外費用が支払利息及び企業債取扱諸費の減などにより 千円（ ％）の減少と

　この結果、3,806千円の純利益を上げた。

化を図りながら、市民生活に不可欠な下水道サービスの安定的な提供に努められたい。

なった。これらにより、総費用は 20,908千円（1.5％）減の 1,333,566千円となった。

区において未普及解消のための管渠整備にかかる工事のほか、釜石公共下水道事業計画に基づき

大平地区において雨水枝線整備にかかる布設工事、釜石市公共下水道ストックマネジメント計画

千円（ ％）減少し、流動負債が未払金の減などにより 千円（ ％）

収益については、前年度と比較して、営業収益が 千円（ ％）の減少、営業

び水洗便所設置済人口が減少したものの、前年度と比較し 0.6ポイントの増加となった。

に基づいた点検調査及び修繕改築計画の策定を実施した。なお、年度内に事業が完了しないた

少し 千円となったが、その中には期末の未払金 千円が含まれているの

で、留意する必要がある。

減少したことから、負債合計は 744,617千円（3.6％）減少し、20,128,286千円となった。

キャッシュ・フローについては、資金期末残高は期首残高と比較して 千円減
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